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【届出の対象とした募集

内国投資信託受益証券に

係るファンドの名称】

YMアセット・優良米国株ファンド

愛称：トリプル維新（プレミア合衆国）

【届出の対象とした募集

内国投資信託受益証券の

金額】
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

2024年7月12日付で提出した有価証券届出書（以下「原有価証券届出書」）の記載事項を、有価証券報

告書等の提出に伴い新たな内容に改めるため、本訂正届出書を提出致します。

 

２【訂正の内容】

 

＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部__は訂正部分を示し、＜更新後＞の記載事項は原有

価証券届出書の更新後の内容を示します。
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第一部【証券情報】
　

（５）【申込手数料】

＜更新後＞

①　販売会社におけるお買付時の申込手数料の料率の上限は、2.2％（税抜 2.0％）となっていま

す。具体的な手数料の料率については、販売会社または委託会社にお問合わせください。
 
・お電話によるお問合わせ先（委託会社：ワイエムアセットマネジメント株式会社）

　　サポートダイヤル　083-223-7124

　　 ＜受付時間＞　営業日の9:00～17:00
 
②　申込手数料には、消費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）が課されます。

 
③　「分配金再投資コース」の収益分配金の再投資の際には、申込手数料はかかりません。
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（６）【申込単位】

＜更新後＞

販売会社または委託会社にお問合わせください。
 
・お電話によるお問合わせ先（委託会社：ワイエムアセットマネジメント株式会社）

サポートダイヤル　083-223-7124

　　 ＜受付時間＞　営業日の9:00～17:00

 

（８）【申込取扱場所】

＜更新後＞

委託会社にお問合わせください。また、委託会社のホームページでご覧になることもできます。
 
・お電話によるお問合わせ先（委託会社：ワイエムアセットマネジメント株式会社）

　　サポートダイヤル　083-223-7124

＜受付時間＞　営業日の9:00～17:00

・委託会社のホームページ

　　アドレス　http://www.ymam.co.jp/

 

（９）【払込期日】

＜更新後＞

　受益権の取得申込者は、販売会社が定める期日（くわしくは、販売会社にお問合わせくださ

い。）までに、取得申込金額（取得申込金額、申込手数料および申込手数料に対する消費税等に相

当する金額の合計額をいいます。以下同じ。）を販売会社において支払うものとします。

販売会社は、各取得申込受付日における取得申込金額の総額に相当する金額を、追加信託が行な

われる日に、委託会社の指定する口座を経由して、受託会社の指定するファンド口座に払い込みま

す。

 

（１０）【払込取扱場所】

＜更新後＞

受益権の取得申込者は、取得申込代金を、申込取扱場所において支払うものとします。申込取扱

場所については、前(8)をご参照ください。

 

（１２）【その他】

＜更新後＞

＜略＞
 
③　委託会社の各営業日の午後3時30分までに受付けた取得および換金の申込み（当該申込みにかか

る販売会社所定の事務手続きが完了したもの）を、当日の受付分として取扱います。この時刻を過

ぎて行われる申込みは、翌営業日の取扱いとなります。なお、販売会社によっては異なる場合があ

りますので、くわしくは販売会社にお問合わせください。
 
④　金融商品取引所（金融商品取引法第2条第16項に規定する金融商品取引所および金融商品取引法

第2条第8項第3号ロに規定する外国金融商品市場をいい、単に「取引所」ということがあります。

以下同じ。）等における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、受益権の取得申込みの

受付けを中止することができます。
 
⑤　当ファンドには、収益分配金を、税金を差引いた後に無手数料で自動的に再投資する「分配金再

投資コース」と、収益の分配が行なわれるごとに収益分配金を受益者に支払う「分配金支払いコー

ス」があります。取扱い可能なコースについては、販売会社にお問合わせください。なお、コース

名は、販売会社により異なる場合があります。
 

＜略＞
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第二部【ファンド情報】
　

第１【ファンドの状況】

　

１【ファンドの性格】

　

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

＜更新後＞

＜略＞

 

※商品分類・属性区分の定義について、くわしくは、一般社団法人投資信託協会のホームページ（ア

ドレス https://www.toushin.or.jp/）をご参照ください。

 

＜略＞
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（３）【ファンドの仕組み】

＜更新後＞

＜略＞

 

＜委託会社の概況（2024年10月末日現在）＞

・資本金の額　2億円

・沿革

2016年 1月 4日 ワイエムアセットマネジメント株式会社設立

2016年 4月14日 投資運用業の登録（登録番号：中国財務局長（金商）第４４号）

2017年 8月31日 資本金1億円から2億円へ増資

・大株主の状況
 

名　称 住　所
所有

株式数
比率

株式会社山口フィナンシャルグループ 山口県下関市竹崎町四丁目2番36号 6,300株 90％

株式会社大和証券グループ本社 東京都千代田区丸の内一丁目9番1号 700株 10％
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２【投資方針】

　

（３）【運用体制】

＜更新後＞

①　運用体制

　ファンドの運用体制は、以下のとおりとなっています。

委託会社では社内規定を定めて運用に係る組織およびその権限と責任を明示するとともに、運用

を行なうに当たって遵守すべき基本的な事項を含め、運用とリスク管理を適正に行なうことを目的

とした運用等に係る業務規則を定めています。

 

＜受託会社に対する管理体制＞

　受託会社に対しては、日々の純資産照合、月次の勘定残高照合などを行なっています。また、受

託会社より内部統制の整備および運用状況の報告書を受け取っています。

 

※　上記の運用体制は2024年10月末日現在のものであり、変更となる場合があります。

 

（５）【投資制限】

＜更新後＞

＜略＞

 

＜参考＞組入投資信託証券の概要
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◆本項は、当ファンドが投資を行なう投資信託証券の投資態度、信託報酬、関係法人等について、2025

年1月10日（提出日）現在で委託会社が知り得る情報をもとに記載したものであり、記載内容が変更

となる場合があります。

◆なお、下記の点については、各投資信託証券に共通となっています。

ファンドの関係法人のうち販売会社：三菱UFJ信託銀行株式会社

 

 

＜略＞
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３【投資リスク】

 

＜更新後＞

(1) 価額変動リスク

　当ファンドは、投資信託証券への投資を通じて、株式など値動きのある証券に投資しますので、基

準価額は大きく変動します。したがって、投資元本が保証されているものではなく、これを割込むこ

とがあります。委託会社の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資

者に帰属します。

　投資信託は預貯金とは異なります。

　投資者のみなさまにおかれましては、当ファンドの内容・リスクを十分ご理解のうえお申込みくだ

さいますよう、よろしくお願い申上げます。

　基準価額の主な変動要因については、次のとおりです。
 

＜略＞
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４【手数料等及び税金】

　

（１）【申込手数料】

＜更新後＞

①　販売会社におけるお買付け時の申込手数料の料率の上限は、2.2％（税抜 2.0％）となっていま

す。具体的な手数料の料率等については、販売会社または委託会社にお問合わせください。
 
・お電話によるお問合わせ先（委託会社：ワイエムアセットマネジメント株式会社）

　　サポートダイヤル　083-223-7124

　　 ＜受付時間＞　営業日の9:00～17:00
 
②　申込手数料には、消費税等が課されます。
 
③　「分配金再投資コース」の収益分配金の再投資の際には、申込手数料はかかりません。

 

（３）【信託報酬等】

＜更新後＞

＜略＞

（2025年1月10日（提出日）時点）

ファンド名 実質的な信託報酬率（税込）の概算値

YMアセット・優良米国株ファンド 年率1.54％程度
 
（注）各組入投資信託証券の信託報酬等について、くわしくは、前掲の「＜参考＞組入投資信託証

券の概要」をご参照ください。なお、信託報酬等は2025年1月10日現在のものであり、今後変

更となる場合もあります。

 

（５）【課税上の取扱い】

＜更新後＞

＜略＞

ハ．損益通算について

一部解約時および償還時の損失については、確定申告により、上場株式等（特定公社債、公募

公社債投資信託を含みます。）の譲渡益および償還差益と相殺することができ、申告分離課税を

選択した上場株式等の配当所得および利子所得との損益通算も可能となります。また、翌年以後

3年間、上場株式等の譲渡益・償還差益および配当等・利子から繰越控除することができます。

一部解約時および償還時の差益については、他の上場株式等の譲渡損および償還差損との相殺が

可能となります。なお、特定口座にかかる課税上の取扱いにつきましては、販売会社にお問合わ

せください。
 
※少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合

公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用

対象となります。NISAをご利用の場合、一定の額を上限として、毎年、一定額の範囲で新たに購

入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所得が無期限で非課税となります。

ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を開設し、税法上の要件を満たした商品を購入す

るなど、一定の条件に該当する方が対象となります。当ファンドはNISAの成長投資枠（特定非課

税管理勘定）の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。くわしくは、販売

会社にお問合わせください。
 

＜略＞
 
＜注1＞個別元本について

①　投資者ごとの信託時の受益権の価額等（申込手数料および当該申込手数料にかかる消費税等に

相当する金額は含まれません。）が当該投資者の元本（個別元本）にあたります。
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②　投資者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合、個別元本は、当該投資者が追加信託を

行なうつど当該投資者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。

ただし、個別元本は、複数支店で同一ファンドをお申込みの場合などにより把握方法が異なる

場合がありますので、販売会社にお問合わせください。

③　投資者が元本払戻金（特別分配金）を受取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当

該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の当該投資者の個別元本となります。
 

＜略＞

 

（※）外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。
 
（※）上記は、2024年10月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、上記の内容が変更

になることがあります。
 
（※）課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。
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５【運用状況】

原有価証券届出書の「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」を次の内容に訂

正・更新します。

 

＜更新後＞

（１）【投資状況】

  （2024年10月末日現在）

資産の種類 時価合計(円) 投資比率(％)

投資信託受益証券 12,494,190,442 99.14

 内　日本 12,494,190,442 99.14

コール・ローン、その他

の資産（負債控除後）
107,806,506 0.86

純資産総額 12,601,996,948 100.00

（注1）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

 

 

（２）【投資資産】

　

①【投資有価証券の主要銘柄】

      （2024年10月末日現在）

 

銘柄名
通貨

　地域

種類

業種

数量

（株）

簿価単価

簿価金額

（円）

評価単価

時価金額

（円）

利率(%)

償還期限

(年/月/

日)

投資

比率

1

次世代米国代表株ファンド

（ＦＯＦｓ用）（適格機関

投資家限定）

日本・円
投資信託

受益証券 4,271,045,921
2.8703 2.9253 －

99.14%

日本 － 12,259,257,187 12,494,090,632 －

2

マネープールファンド（Ｆ

ＯＦｓ用）（適格機関投資

家限定）

日本・円
投資信託

受益証券 99,691
1.0010 1.0012 －

0.00%

日本 － 99,800 99,810 －

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。

 

種類別および業種別投資比率

  （2024年10月末日現在）

種類 国内／外国 業種 投資比率（％）

投資信託受益証券 国内 投資信託受益証券 99.14

 小計  99.14

　合　計（対純資産総額比）  99.14

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。
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（３）【運用実績】

　

①【純資産の推移】

　2024年10月末日および同日前１年以内における各月末ならびに下記特定期間末日の純資産の推移は

次の通りです。

 

 

純資産総額

（分配落）

（円）

純資産総額

（分配付）

（円）

１口当たりの

純資産額

(分配落)(円)

１口当たりの

純資産額

(分配付)(円)

設定時
657,220,506 － 1.0000 －

(2017年4月21日)

第1特定期間末
1,789,784,013 1,848,128,554 1.0737 1.1086

(2017年10月20日)

第2特定期間末
3,442,404,750 3,540,342,429 1.0545 1.0844

(2018年4月20日)

第3特定期間末
3,305,148,234 3,399,643,255 1.0493 1.0793

(2018年10月22日)

第4特定期間末
3,069,855,341 3,158,353,717 1.0406 1.0706

(2019年4月22日)

第5特定期間末
2,913,837,937 2,916,665,819 1.0304 1.0313

(2019年10月21日)

第6特定期間末
2,542,793,416 2,545,689,612 0.8780 0.8789

(2020年4月20日)

第7特定期間末
3,662,820,607 3,767,602,570 1.0487 1.0786

(2020年10月20日)

第8特定期間末
5,532,970,071 5,760,348,569 1.2167 1.2666

(2021年4月20日)

第9特定期間末
7,339,046,772 7,636,242,592 1.2347 1.2847

(2021年10月20日)

第10特定期間末
9,381,206,502 9,769,470,728 1.2081 1.2580

(2022年4月20日)

第11特定期間末
9,467,956,308 9,803,906,632 1.1273 1.1673

(2022年10月20日)

第12特定期間末
7,900,433,077 8,159,390,142 1.0678 1.1028

(2023年4月20日)

第13特定期間末
8,934,713,848 9,284,273,824 1.1502 1.1951

(2023年10月20日)

第14特定期間末
11,222,132,143 11,657,489,016 1.2888 1.3388

(2024年4月22日)

第15特定期間末
12,233,817,199 12,712,586,322 1.2776 1.3276

(2024年10月21日)

2023年10月末日 8,602,307,541 － 1.1001 －

11月末日 9,391,846,358 － 1.1970 －

12月末日 9,670,316,321 － 1.2370 －

2024年1月末日 10,386,912,779 － 1.2701 －

2月末日 11,183,406,165 － 1.3250 －

3月末日 11,699,249,572 － 1.3679 －

4月末日 11,577,628,422 － 1.3070 －

5月末日 12,260,719,622 － 1.3519 －
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6月末日 13,156,371,070 － 1.4203 －

7月末日 12,539,354,797 － 1.3130 －

8月末日 11,874,490,354 － 1.2319 －

9月末日 12,245,759,588 － 1.2770 －

10月末日 12,601,996,948 － 1.3016 －

 

②【分配の推移】

 

 １口当たり分配金(円)

第1特定期間 0.0650

第2特定期間 0.0700

第3特定期間 0.0650

第4特定期間 0.0310

第5特定期間 0.0020

第6特定期間 0.0360

第7特定期間 0.0310

第8特定期間 0.0850

第9特定期間 0.1000

第10特定期間 0.0950

第11特定期間 0.0700

第12特定期間 0.0650

第13特定期間 0.0900

第14特定期間 0.1000

第15特定期間 0.1000

 

③【収益率の推移】

 

 収益率(％)

第1特定期間 13.9

第2特定期間 4.7

第3特定期間 5.7

第4特定期間 2.1

第5特定期間 △0.8

第6特定期間 △11.3

第7特定期間 23.0

第8特定期間 24.1

第9特定期間 9.7

第10特定期間 5.5

第11特定期間 △0.9

第12特定期間 0.5

第13特定期間 16.1

第14特定期間 20.7

第15特定期間 6.9
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（４）【設定及び解約の実績】

 

 設定数量（口） 解約数量（口） 発行済数量（口）

第1特定期間 2,161,230,680 494,243,780 1,666,986,900

第2特定期間 2,086,693,407 489,091,004 3,264,589,303

第3特定期間 1,317,414,082 1,432,169,321 3,149,834,064

第4特定期間 386,339,691 586,227,865 2,949,945,890

第5特定期間 345,678,950 467,742,309 2,827,882,531

第6特定期間 306,630,431 238,316,062 2,896,196,900

第7特定期間 846,284,066 249,748,853 3,492,732,113

第8特定期間 1,650,467,883 595,630,032 4,547,569,964

第9特定期間 2,029,326,855 632,980,416 5,943,916,403

第10特定期間 2,495,749,801 674,381,667 7,765,284,537

第11特定期間 1,431,158,582 797,684,997 8,398,758,122

第12特定期間 887,234,659 1,887,219,471 7,398,773,310

第13特定期間 981,575,504 612,349,330 7,767,999,484

第14特定期間 1,657,461,996 718,324,013 8,707,137,467

第15特定期間 1,381,715,270 513,470,275 9,575,382,462

（注）第1特定期間の設定数量には当初設定数量を含んでおります。
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（参考情報）運用実績
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第２【管理及び運営】

　

１【申込（販売）手続等】

＜更新後＞

受益権の取得申込者は、販売会社において取引口座を開設のうえ、取得の申込みを行なうものとしま

す。

当ファンドには、収益分配金を税金を差引いた後、無手数料で自動的に再投資する「分配金再投資

コース」と、収益の分配が行なわれるごとに収益分配金を受益者に支払う「分配金支払いコース」があ

ります。

「分配金再投資コース」を利用する場合、取得申込者は、販売会社と別に定める積立投資約款にした

がい契約（以下「別に定める契約」といいます。）を締結します。

販売会社は、受益権の取得申込者に対し、最低単位を1円単位または1口単位として販売会社が定める

単位をもって、取得の申込みに応じることができます。

ただし、販売会社は、次のイ．およびロ．に掲げる日を取得申込受付日とする受益権の取得申込みの

受付けを行ないません。

イ．ニューヨーク証券取引所もしくはニューヨークの銀行の休業日と同じ日付の日

ロ．前イ．のほか、一部解約金の支払い等に支障を来すおそれがあるとして委託会社が定める日

お買付価額（1万口当たり）は、お買付申込受付日の翌々営業日の基準価額です。

お買付時の申込手数料については、販売会社が別に定めるものとします。申込手数料には、消費税等

が課されます。なお、「分配金再投資コース」の収益分配金の再投資の際には、申込手数料がかかりま

せん。

原則として、委託会社の各営業日の午後3時30分までに受付けた取得の申込み（当該申込みにかかる

販売会社所定の事務手続きが完了したもの）を、当日の受付分として取扱います。この時刻を過ぎて行

なわれる申込みは、翌営業日の取扱いとなります。なお、販売会社によっては異なる場合がありますの

で、くわしくは販売会社にお問合わせください。

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情（投資対象国に

おける非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更および規制の導入、自然災害、クーデター、

重大な政治体制の変更、戦争等）による市場の閉鎖または流動性の極端な減少ならびに資金の受渡しに

関する障害等）が発生し、委託会社が追加設定を制限する措置をとった場合には、販売会社は、取得申

込みの受付けを中止することができるほか、すでに受付けた取得申込みを取消すことができるものとし

ます。

取得申込者は販売会社に、取得申込みと同時にまたはあらかじめ、自己のために開設された当ファン

ドの受益権の振替を行なうための振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取得申込者にかか

る口数の増加の記載または記録が行なわれます。なお、販売会社は、当該取得申込みの代金の支払いと

引換えに、当該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記載または記録を行なうことができます。

委託会社は、追加信託により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載また

は記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行なうものとします。振替機関等は、委託

会社から振替機関への通知があった場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな

記載または記録を行ないます。受託会社は、信託契約締結日に生じた受益権については信託契約締結時

に、追加信託により生じた受益権については追加信託のつど、振替機関の定める方法により、振替機関

へ当該受益権にかかる信託を設定した旨の通知を行ないます。
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２【換金（解約）手続等】

＜更新後＞

原則として、委託会社の各営業日の午後3時30分までに受付けた換金の申込み（当該申込みにかかる

販売会社所定の事務手続きが完了したもの）を、当日の受付分として取扱います。この時刻を過ぎて行

なわれる申込みは、翌営業日の取扱いとなります。

なお、信託財産の資金管理を円滑に行なうために大口の解約請求には制限があります。販売会社に

よっては異なる場合がありますので、くわしくは販売会社にお問合わせください。
 
＜一部解約＞

受益者は、自己に帰属する受益権について、最低単位を1口単位として販売会社が定める単位を

もって、委託会社に一部解約の実行を請求することができます。

ただし、販売会社は、次のイ．およびロ．に掲げる日を一部解約請求受付日とする一部解約の実行

の請求の受付けを行ないません。

イ．ニューヨーク証券取引所もしくはニューヨークの銀行の休業日と同じ日付の日

ロ．前イ．のほか、一部解約金の支払い等に支障を来すおそれがあるとして委託会社が定める日

受益者が一部解約の実行の請求をするときは、販売会社に対し、振替受益権をもって行なうものと

します。

解約価額は、一部解約の実行の請求受付日の翌々営業日の基準価額とします。

解約価額は、原則として、委託会社の各営業日に計算されます。

解約価額（基準価額）は、販売会社または委託会社に問合わせることにより知ることができます。

また、委託会社のホームページでご覧になることもできます。
 
・お電話によるお問合わせ先（委託会社）

　　サポートダイヤル　083-223-7124

　　 ＜受付時間＞　営業日の9:00～17:00

・委託会社のホームページ

　　アドレス　http://www.ymam.co.jp/
 
委託会社は、金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情

（投資対象国における非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更および規制の導入、自然災

害、クーデター、重大な政治体制の変更、戦争等）による市場の閉鎖または流動性の極端な減少なら

びに資金の受渡しに関する障害等）が発生した場合には、一部解約請求の受付けを中止することがで

きます。

一部解約請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に行なった当日の一部解

約の実行の請求を撤回することができます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しな

い場合には、当該振替受益権の解約価額は、当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に

一部解約の実行の請求を受付けたものとして、当該計算日の翌々営業日の基準価額とします。

一部解約金は、販売会社の営業所等において、原則として一部解約の実行の請求受付日から起算し

て6営業日目から受益者に支払います。

受託会社は、一部解約金について、受益者への支払開始日までに、その全額を委託会社の指定する

預金口座等に払い込みます。受託会社は、委託会社の指定する預金口座等に一部解約金を払込んだ後

は、受益者に対する支払いにつき、その責に任じません。

一部解約の実行の請求を行なう受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益

者の請求にかかる信託契約の一部解約を委託会社が行なうのと引換えに、当該一部解約にかかる受益

権の口数と同口数の抹消の申請を行なうものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座に

おいて当該口数の減少の記載または記録が行なわれます。

 

４【受益者の権利等】

＜更新後＞

＜略＞
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②　換金請求権

受益者は、保有する受益権を換金する権利を有します。権利行使の方法等については、「２　換金

（解約）手続等」をご参照ください。
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第３【ファンドの経理状況】

原有価証券届出書の「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況」を次の内容に訂正・更新し

ます。

 

＜更新後＞

 

１．当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵

省令第59号）ならびに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成

12年総理府令第133号）に基づいて作成しております。

　なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．当ファンドの計算期間は６か月未満であるため、財務諸表は６か月毎に作成しております。

 

３．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当特定期間（2024年4月23日か

ら2024年10月21日まで）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けておりま

す。
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１【財務諸表】

YMアセット・優良米国株ファンド

（１）【貸借対照表】

  （単位：円）

 前　期
（2024年4月22日現在）

当　期
（2024年10月21日現在）

資産の部   
流動資産   
コール・ローン 161,576,321 144,925,989

投資信託受益証券 11,116,337,943 12,133,264,196

未収入金 487,000,000 475,000,000

流動資産合計 11,764,914,264 12,753,190,185

資産合計 11,764,914,264 12,753,190,185

負債の部   
流動負債   
未払収益分配金 435,356,873 478,769,123

未払解約金 80,569,814 11,334,316

未払受託者報酬 758,607 826,804

未払委託者報酬 25,793,416 28,112,056

その他未払費用 303,411 330,687

流動負債合計 542,782,121 519,372,986

負債合計 542,782,121 519,372,986

純資産の部   
元本等   
元本 ※１ 8,707,137,467 ※１ 9,575,382,462

剰余金   
期末剰余金又は期末欠損金（△） 2,514,994,676 2,658,434,737

（分配準備積立金） 1,498,698,584 1,525,203,878

元本等合計 11,222,132,143 12,233,817,199

純資産合計 11,222,132,143 12,233,817,199

負債純資産合計 11,764,914,264 12,753,190,185
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（２）【損益及び剰余金計算書】

  （単位：円）

 
前　期

(自　2023年10月21日
 至　2024年4月22日)

当　期
(自　2024年4月23日
　 至　2024年10月21日)

営業収益   
受取配当金 89,993,762 52,011,708

受取利息 6,002 79,081

有価証券売買等損益 1,874,430,671 790,926,253

営業収益合計 1,964,430,435 843,017,042

営業費用   
支払利息 30,262 －

受託者報酬 1,423,903 1,683,497

委託者報酬 48,414,232 57,240,492

その他費用 569,493 673,332

営業費用合計 50,437,890 59,597,321

営業利益又は営業損失（△） 1,913,992,545 783,419,721

経常利益又は経常損失（△） 1,913,992,545 783,419,721

当期純利益又は当期純損失（△） 1,913,992,545 783,419,721

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△）
38,142,349 △18,943,778

期首剰余金又は期首欠損金（△） 1,166,714,364 2,514,994,676

剰余金増加額又は欠損金減少額 440,601,561 457,583,774

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
440,601,561 457,583,774

剰余金減少額又は欠損金増加額 135,906,935 169,563,315

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
135,906,935 169,563,315

分配金 ※１ 832,264,510 ※１ 946,943,897

期末剰余金又は期末欠損金（△） 2,514,994,676 2,658,434,737
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（３）【注記表】

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区　分

当期

（自　2024年4月23日

　　至　2024年10月21日）

１． 有価証券の評価基準及び評

価方法

投資信託受益証券

  移動平均法に基づき、時価で評価しております。

時価評価にあたっては、投資信託受益証券の基準価額に基づ

いて評価しております。

   

２． 収益及び費用の計上基準 受取配当金

  原則として、投資信託受益証券の収益分配金落ち日におい

て、当該収益分配金金額を計上しております。

   

３． その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

特定期間末日の取扱い

当ファンドは、原則として毎年4月20日及び10月20日を特定期

間の末日としておりますが、2024年4月20日及びその翌日が休

業日のため、前特定期間末日を2024年4月22日としており、

2024年10月20日が休業日のため、当特定期間末日を2024年10

月21日としております。このため、当特定期間は182日となっ

ております。

 

 

（貸借対照表に関する注記）

区　分
前期

（2024年4月22日現在）

当期

（2024年10月21日現在）

１． ※１ 期首元本額 7,767,999,484円 8,707,137,467円

  期中追加設定元本額 1,657,461,996円 1,381,715,270円

  期中一部解約元本額 718,324,013円 513,470,275円

     

２．  特定期間末日におけ

る受益権の総数

8,707,137,467口 9,575,382,462口
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（損益及び剰余金計算書に関する注記）

区　分

前期

（自　2023年10月21日

　　至　2024年4月22日）

当期

（自　2024年4月23日

　　至　2024年10月21日）

１． ※１ 分配金の計算過程 （自2023年10月21日　至2024

年1月22日）

計算期間末における費用控除

後の配当等収益（42,661,942

円）、費用控除後、繰越欠損

金を補填した有価証券売買等

損益（1,000,562,413円）、信

託約款に規定される収益調整

金（764,878,075円）及び分配

準備積立金（497,051,151円）

より分配対象収益は

2,305,153,581円（1万口当た

り2,903.89円）であり、うち

396,907,637円（1万口当たり

500円）を分配金額としており

ます。

（自2024年4月23日　至2024年

7月22日）

計算期間末における費用控除

後の配当等収益（46,130,417

円）、費用控除後、繰越欠損

金を補填した有価証券売買等

損益（1,026,222,134円）、信

託約款に規定される収益調整

金（1,299,220,452円）及び分

配準備積立金（1,464,473,435

円）より分配対象収益は

3,836,046,438円（1万口当た

り4,096.81円）であり、うち

468,174,774円（1万口当たり

500円）を分配金額としており

ます。

    

   （自2024年1月23日　至2024年

4月22日）

計算期間末における費用控除

後の配当等収益（44,031,266

円）、費用控除後、繰越欠損

金を補填した有価証券売買等

損益（788,594,575円）、信託

約款に規定される収益調整金

（1,016,296,092円）及び分配

準備積立金（1,101,429,616

円）より分配対象収益は

2,950,351,549円（1万口当た

り3,388.42円）であり、うち

435,356,873円（1万口当たり

500円）を分配金額としており

ます。

（自2024年7月23日　至2024年

10月21日）

計算期間末における費用控除

後の配当等収益（0円）、費用

控除後、繰越欠損金を補填し

た有価証券売買等損益（0

円）、信託約款に規定される

収益調整金（1,354,857,868

円）及び分配準備積立金

（2,003,973,001円）より分配

対象収益は3,358,830,869円

（1万口当たり3,507.78円）で

あり、うち478,769,123円（1

万口当たり500円）を分配金額

としております。
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（金融商品に関する注記）

Ⅰ　金融商品の状況に関する事項

区　分

前期

（自　2023年10月21日

　　至　2024年4月22日）

当期

（自　2024年4月23日

　　至　2024年10月21日）

１． 金融商品に対する取組方針 当ファンドは、証券投資信託

であり、信託約款に規定する

「運用の基本方針」に従い、

有価証券等の金融商品に対し

て投資として運用することを

目的としております。

同左

    

２． 金融商品の内容及び当該金

融商品に係るリスク

当ファンドが保有する金融商

品の種類は、有価証券、コー

ル・ローン等の金銭債権及び

金銭債務であります。当ファ

ンドが保有する有価証券の詳

細は「附属明細表」に記載し

ております。なお、当ファン

ドは、投資信託受益証券を通

じて有価証券、デリバティブ

取引に投資しております。こ

れらは、市場リスク（価格変

動リスク、為替変動リスク、

金利変動リスク）、信用リス

ク、及び流動性リスクを有し

ております。

同左

    

３． 金融商品に係るリスク管理

体制

運用担当部署から独立したコ

ンプライアンス・リスク管理

担当部署が、運用リスクを把

握、管理し、その結果に基づ

き運用担当部署へ対応の指示

等を行うことにより、適切な

管理を行います。リスク管理

に関する委員会等はこれらの

運用リスク管理状況の報告を

受け、総合的な見地から運用

状況全般の管理を行います。

同左

    

４． 金融商品の時価等に関する

事項についての補足説明

金融商品の時価の算定におい

ては一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条

件等によった場合、当該価額

が異なることもあります。

同左
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Ⅱ　金融商品の時価等に関する事項

区　分
前期

（2024年4月22日現在）

当期

（2024年10月21日現在）

１． 貸借対照表計上額と時価と

の差額

貸借対照表上の金融商品は原

則としてすべて時価で評価し

ているため、貸借対照表計上

額と時価との差額はありませ

ん。

同左

    

２． 時価の算定方法 (１)有価証券

「（重要な会計方針に係る事

項に関する注記）」にて記載

しております。

(２)上記以外の金融商品

上記以外の金融商品（コー

ル・ローン等の金銭債権及び

金銭債務）は短期間で決済さ

れるため、帳簿価額は時価と

近似していることから、当該

帳簿価額を時価としておりま

す。

同左

 

（有価証券に関する注記）

　売買目的有価証券

種類

前期

（2024年4月22日現在）

当期

（2024年10月21日現在）

最終の計算期間の損益に含まれ

た評価差額（円）

最終の計算期間の損益に含まれ

た評価差額（円）

投資信託受益証券 796,943,396 △250,152,606

合計 796,943,396 △250,152,606

 

 

 

（デリバティブ取引に関する注記）

　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前期

（2024年4月22日現在）

当期

（2024年10月21日現在）

該当事項はありません。 同左

 

 

 （関連当事者との取引に関する注記）

前期

（自　2023年10月21日

　　至　2024年4月22日）

当期

（自　2024年4月23日

　　至　2024年10月21日）

該当事項はありません。 同左
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（1口当たり情報）

 
前期

（2024年4月22日現在）

当期

（2024年10月21日現在）

1口当たり純資産額 1.2888円 1.2776円

（1万口当たり純資産額） (12,888円) (12,776円)

 

 

（４）【附属明細表】

 

①　有価証券明細表

イ．株式

　　 該当事項はありません。

 

 

ロ．株式以外の有価証券

種類 銘柄名
券面総額

（円）

評価額

（円）
備考

投資信託受益証

券

マネープールファンド（ＦＯＦｓ

用）（適格機関投資家限定）
99,691 99,800  

 
次世代米国代表株ファンド（ＦＯ

Ｆｓ用）（適格機関投資家限定）
4,227,436,116 12,133,164,396  

投資信託受益証券　合計 4,227,535,807 12,133,264,196  

合計   12,133,264,196  

投資信託受益証券における券面総額欄の数値は、証券数を表示しております。

 

 

②　信用取引契約残高明細表

　　該当事項はありません。

 

③　デリバティブ取引および為替予約取引の契約額等および時価の状況表

　　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ワイエムアセットマネジメント株式会社(E32437)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

28/53



２【ファンドの現況】

　

【純資産額計算書】

 （2024年10月末日現在）

　Ⅰ　資産総額 12,612,453,807円

　Ⅱ　負債総額 10,456,859円

　Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 12,601,996,948円

　Ⅳ　発行済数量 9,682,199,790口

　Ⅴ　１単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.3016円
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第三部【委託会社等の情報】
　

第１【委託会社等の概況】

　

１【委託会社等の概況】

 

＜更新後＞

ａ. 資本金の額
 
　2024年10月末日現在

　資本金の額　　　　2億円

　発行可能株式総数　12,000株

　発行済株式総数　　7,000株

　過去5年間における資本金の額の増減：該当事項はありません。

 

＜略＞
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２【事業の内容及び営業の概況】

 

＜更新後＞

　委託会社は、「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社として、証券投資信

託の設定を行なうとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用

業）を行なっています。

 

2024年10月末日現在、委託会社が運用を行なっている投資信託（親投資信託を除きます。）は次のと

おりです。
 

種類 本数 純資産総額（円）

追加型株式投資信託 6 42,629,789,986

追加型公社債投資信託 0 0

単位型株式投資信託 0 0

単位型公社債投資信託 0 0

合計 6 42,629,789,986
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３【委託会社等の経理状況】

原有価証券届出書の「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状

況」を次の内容に訂正・更新します。

 

＜更新後＞

（１）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）並びに、同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成

19年８月６日内閣府令第52号）により作成しております。また、当社の中間財務諸表は、「財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）並びに、同規則第2

条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年８月６日内閣府令第52

号）により作成しております。

（２）財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

（３）当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第9期事業年度（2023年４月１日か

ら2024年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任あずさ監査法人により監査を受けており

ます。また、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第10期事業年度に係る中間会計期

間（2024年４月１日から2024年９月30日まで）の中間財務諸表について、有限責任あずさ監査法

人により中間監査を受けております。

 

EDINET提出書類

ワイエムアセットマネジメント株式会社(E32437)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

32/53



（１）【貸借対照表】

（単位：千円）

 前事業年度
(2023年3月31日)

当事業年度
(2024年3月31日)

資産の部     

　流動資産     

　　預金  201,100  197,565

　　前払費用  1,540  2,017

　　未収委託者報酬  68,021  73,935

　　未収収益  0  0

　　流動資産合計  270,662  273,518

　固定資産     

　　有形固定資産     

　　　建物附属設備  0  0

　　　工具器具備品  0  0

　　　有形固定資産合計 ※1 0 ※1 0

　　投資その他の資産     

　　　敷金  7,490  7,490

　　　投資その他の資産合計  7,490  7,490

　　固定資産合計  7,490  7,490

資産の部合計  278,153  281,008
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（単位：千円）

 前事業年度
(2023年3月31日)

当事業年度
(2024年3月31日)

負債の部     

　流動負債     

　　預り金  641  721

　　未払金  32,242  35,397

　　　未払代行手数料  31,308  34,689

　　　その他未払金  934  707

　　未払費用  7,842  10,893

　　未払法人税等  4,807  1,625

　　未払消費税等  2,393  1,855

　　流動負債合計  47,928  50,492

　負債の部合計  47,928  50,492

純資産の部     

　株主資本     

　　資本金  200,000  200,000

　　資本剰余金     

　　　資本準備金  150,000  150,000

　　　資本剰余金合計  150,000  150,000

　　利益剰余金     

　　　その他利益剰余金  △119,774  △119,483

　　　　繰越利益剰余金  △119,774  △119,483

　　　利益剰余金合計  △119,774  △119,483

　　株主資本合計  230,225  230,516

　純資産の部合計  230,225  230,516

負債及び純資産の部合計  278,153  281,008
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（２）【損益計算書】

（単位：千円）

 前事業年度
(自 2022年4月 1日

至 2023年3月31日)

当事業年度
(自 2023年4月 1日

至 2024年3月31日)

営業収益     

　委託者報酬  294,228  298,778

　営業収益計  294,228  298,778

営業費用     

　代行手数料  142,559  145,393

　外注費  9,225  10,876

　通信費  36,753  37,035

　印刷費  9,812  11,264

　広告宣伝費  2,116  1,690

　諸会費  847  847

　営業費用計  201,315  207,108

一般管理費     

　役員報酬 ※1 9,384 ※1 17,429

　給料手当 ※1 29,458 ※1 61,297

　支払手数料  4,544  5,490

　地代家賃  7,886  7,886

　租税公課  3,193  2,676

　諸経費  4,153  5,481

　一般管理費計  58,619  100,262

営業利益又は営業損失（△）  34,292  △8,592

営業外収益     

　受取利息  1  2

　雑収入  0  0

　営業外収益計  2  2

経常利益又は経常損失（△）  34,294  △8,589

税引前当期純利益

又は税引前当期純損失（△）

 34,294  △8,589

法人税、住民税及び事業税  5,727  △2,398

法人税等還付税額  ―  △6,482

法人税等合計  5,727  △8,880

当期純利益  28,567  291
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（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2022年4月1日　至　2023年3月31日）

（単位：千円）

 

株主資本

純資産

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 200,000 150,000 150,000 △148,341 △148,341 201,658 201,658

当期変動額        

 当期純利益 ― ― ― 28,567 28,567 28,567 28,567

当期変動額合計 ― ― ― 28,567 28,567 28,567 28,567

当期末残高 200,000 150,000 150,000 △119,774 △119,774 230,225 230,225

 

当事業年度（自　2023年4月1日　至　2024年3月31日）

（単位：千円）

 

株主資本

純資産

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 200,000 150,000 150,000 △119,774 △119,774 230,225 230,225

当期変動額        

 当期純利益 ― ― ― 291 291 291 291

当期変動額合計 ― ― ― 291 291 291 291

当期末残高 200,000 150,000 150,000 △119,483 △119,483 230,516 230,516
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注記事項

 

（重要な会計方針）

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

建物附属設備について、定額法を採用しており、耐用年数は10年です。

 

（表示方法の変更）

　 損益計算書

　 前事業年度において、「一般管理費」の「給料手当」に含めて表示しておりました「役員報酬」

は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することといたしました。この表示方法

の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。この結果、前事業年

度の損益計算書において、「一般管理費」の「給料手当」に表示していた38,842千円は、「役員報

酬」9,384千円、「給料手当」29,458千円に組替えております。

 

（貸借対照表関係）

※1　有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む）　　（単位：千円）

 前事業年度
(2023年3月31日)

当事業年度
(2024年3月31日)

建物附属設備 5,439 5,439

工具器具備品 997 997

 

（損益計算書関係）

※1　関係会社との取引　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 前事業年度
(自 2022年4月 1日

 至 2023年3月31日)

当事業年度
(自 2023年4月 1日

 至 2024年3月31日)

出向者人件費親会社負担額 38,842 5,317

出向者人件費当社負担額 38,842 78,727

なお、出向者人件費親会社負担額については、親会社が負担しているものであり、当社損益計算書には

計上されておりません。

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　2022年4月1日　至　2023年3月31日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度

期首株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度

末株式数
摘要

普通株式 7,000株 ― ― 7,000株  

 

当事業年度（自　2023年4月1日　至　2024年3月31日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度

期首株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度

末株式数
摘要

普通株式 7,000株 ― ― 7,000株  

 

（金融商品関係）

1． 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については、短期的な預金に限定しており、また資金調達については、借入

によらず、株式の発行により行う方針です。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
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預金は高格付けの金融機関に対する短期の預金であることから、流動性リスクは僅少でありま

す。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

当社は、年度事業計画を策定し、これに基づいて必要となる運転資金を検討し、充足する十分

な手元流動性を維持することで、流動性リスクを管理しております。

 

2． 金融商品の時価等に関する事項

「預金」、「未収委託者報酬」、「未払金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

 

（税効果会計関係）

1． 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

 前事業年度
(2023年3月31日)

当事業年度
(2024年3月31日)

繰延税金資産   

　税務上の繰越欠損金（注1） 39,366 32,030

　減価償却超過額 934 759

　一括償却資産の損金不算入額 80 67

　賞与引当金 866 1,726

繰延税金資産小計 41,248 34,583

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注1） △39,366 △32,030

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,882 △2,553

評価性引当額小計 △41,248 △34,583

繰延税金資産合計 － －

繰延税金資産の純額 － －

 

 （注1）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

　　　　　前事業年度（2023年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

 1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) － － 15,586 6,303 - 17,475 39,366

評価性引当額 － － △15,586 △6,303 - △17,475 △39,366

繰延税金資産 － － － － － － －

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

　　　　　当事業年度（2024年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

 1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) － 6,363 6,303 － 2,062- 17,301 32,030

評価性引当額 － △6,363 △6,303 － △2,062- △17,301 △32,030

繰延税金資産 － － － － - － －

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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2． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳

 前事業年度

（2023年３月31日）

当事業年度

（2024年３月31日）

法定実効税率 30.46％ ―

（調整）   

繰越欠損金控除 △14.41％ ―

住民税均等割 1.71％ ―

評価性引当額の増減 △1.06％ ―

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.70％ ―

　　 　 当事業年度は、税引前当期純損失を計上したため記載を省略しております。

 

（セグメント情報等）

前事業年度（自　2022年4月1日　至　2023年3月31日）

1． セグメント情報

当社は単一セグメントであるため、記載を省略しております。

2． 関連情報

（1）商品及びサービスごとの情報

単一の商品・サービスの区分の外部顧客からの営業収益が90％を超えるため、記載を省略して

おります。

（2）地域ごとの情報

① 営業収益

内国籍投資信託からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略

しております。

② 有形固定資産

有形固定資産の全てが本邦に所在しているため、記載を省略しております。

（3）主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手がないため、記載を

省略しております。

3． 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

該当事項はありません。

4． 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

該当事項はありません。

5． 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年4月1日　至　2024年3月31日）

1． セグメント情報

当社は単一セグメントであるため、記載を省略しております。

2． 関連情報

（1）商品及びサービスごとの情報

単一の商品・サービスの区分の外部顧客からの営業収益が90％を超えるため、記載を省略して

おります。

（2）地域ごとの情報

①　営業収益

内国籍投資信託からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略

しております。

②　有形固定資産

有形固定資産の全てが本邦に所在しているため、記載を省略しております。

（3）主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手がないため、記載を

省略しております。

3． 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
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該当事項はありません。

4． 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

該当事項はありません。

5． 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。

 

（関連当事者情報）

1.　関連当事者との取引

（1）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る）等

前事業年度（自　2022年4月1日　至　2023年3月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又
は出資金

(百万円)
事業の内容

議決権の所
有(被所有)

割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社

㈱ 山 口

フィナン

シャルグ

ループ

下関市

竹崎町
50,000 持株会社

（被所有）

直接90.0

出向者の

受入

出向者人件費
(注1)

77,684 未払費用 2,848

条件及び取引条件の決定方針等

（注１）　出向契約に基づき、出向者人件費については、親会社及び当社が各50％負担していま

す。

（注２）　上記取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等が含まれて

おります。

当事業年度（自　2023年4月1日　至　2024年3月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又
は出資金

(百万円)
事業の内容

議決権の所
有(被所有)

割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社

㈱ 山 口

フィナン

シャルグ

ループ

下関市

竹崎町
50,000 持株会社

（被所有）

直接90.0

出向者の

受入

出向者人件費
(注1)

84,044 未払費用 5,770

条件及び取引条件の決定方針等

（注１）　出向契約に基づき、出向者人件費のうち役員報酬4月～6月分及び6月賞与については、

親会社及び当社が各50％負担しています。その他の出向者人件費については、当社が

100％負担しております。

（注２）　上記取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等が含まれて

おります。

 

（2）財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及びその他の関係会社の子会社等

前事業年度（自　2022年4月1日　至　2023年3月31日）

種類
会社等の

名称
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

議決権の所

有(被所有)

割合（％）

関連当事

者との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

同一の親会社

を持つ会社

㈱山口銀

行

下関市

竹崎町
10,005 銀行業 ―

投信の販

売委託

投信代行手

数料(注1)
46,014

未払代行

手数料
11,889

預金(注2)
(平均残高)

191,762
預金 200,467

同一の親会社

を持つ会社

㈱もみじ

銀行

広島市

中区
10,000 銀行業 ―

投信の販

売委託

投信代行手

数料(注1)
26,417

未払代行

手数料
6,173

同一の親会社

を持つ会社

ワイエム

証券㈱

下関市

豊前田
1,270

金融商品

取引業
―

投信の販

売委託

投信代行手

数料(注1)
64,361

未払代行

手数料
11,715

同一の親会社

を持つ会社
三友㈱

下関市

竹崎町
50 不動産業 ―

事 務 所

の賃借

賃借料の支

払(注1)
7,490 敷金 7,490

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）　一般的取引条件を勘案した個別契約により決定しております。

（注２）　一般的な取引と同様な条件で行っております。
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（注３）　上記取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等が含まれて

おります。

 

当事業年度（自　2023年4月1日　至　2024年3月31日）

種類
会社等の

名称
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

議決権の所

有(被所有)

割合（％）

関連当事

者との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

同一の親会社

を持つ会社

㈱山口銀

行

下関市

竹崎町
10,005 銀行業 ―

投信の販

売委託

投信代行手

数料(注1)
48,191

未払代行

手数料
12,642

預金(注2)
(平均残高)

211,598
預金 197,186

同一の親会社

を持つ会社

㈱もみじ

銀行

広島市

中区
10,000 銀行業 ―

投信の販

売委託

投信代行手

数料(注1)
27,112

未払代行

手数料
6,914

同一の親会社

を持つ会社

ワイエム

証券㈱

下関市

竹崎町
1,270

金融商品

取引業
―

投信の販

売委託

投信代行手

数料(注1)
63,510

未払代行

手数料
13,426

同一の親会社

を持つ会社
三友㈱

下関市

竹崎町
50 不動産業 ―

事務所の

賃借

賃借料の支

払(注1)
7,490 敷金 7,490

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）　一般的取引条件を勘案した個別契約により決定しております。

（注２）　一般的な取引と同様な条件で行っております。

（注３）　上記取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等が含まれて

おります。

 

2.　親会社に関する注記

親会社情報

　㈱山口フィナンシャルグループ（東証プライム市場に上場）

 

（１株当たり情報）

 前事業年度
(自 2022年4月 1日

至 2023年3月31日)

当事業年度
(自 2023年4月 1日

至 2024年3月31日)

１株当たり純資産額 32,889.30円 32,930.89円

１株当たり当期純利益金額 4,081.01円 41.59円

　（注）１．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

　　　 ２．1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 前事業年度
(自 2022年4月 1日

至 2023年3月31日)

当事業年度
(自 2023年4月 1日

至 2024年3月31日)

当期純利益　　　　　　　　 （千円） 28,567 291

普通株主に帰属しない金額　 （千円） － －

普通株式に係る当期純利益　 （千円） 28,567 291

普通株式の期中平均株式数（株） 7,000 7,000

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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中間財務諸表

（１）中間貸借対照表

  （単位：千円）

  当中間会計期間
(2024年9月30日)

資産の部     

　流動資産     

　　預金    201,084

　　前払費用    1,933

　　未収委託者報酬    101,357

　　未収収益    19

　　流動資産合計    304,394

　固定資産     

　　有形固定資産     

　　　建物附属設備    0

　　　工具器具備品    0

　　　有形固定資産合計   ※1 0

　　無形固定資産     

　　　無形固定資産合計    -

　　投資その他の資産     

　　　敷金    7,490

　　　投資その他の資産合計    7,490

　固定資産合計    7,490

資産の部合計    311,885
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  （単位：千円）

  当中間会計期間
(2024年9月30日)

負債の部     

　流動負債     

　　預り金    911

　　未払金    47,212

　　　未払代行手数料    45,961

　　　その他未払金    1,251

　　未払費用    10,859

　　未払法人税等    4,723

　　未払消費税等    4,340

　　流動負債合計    68,047

　負債の部合計    68,047

純資産の部     

　株主資本     

　　資本金    200,000

　　資本剰余金     

　　　資本準備金    150,000

　　　資本剰余金合計    150,000

　　利益剰余金     

　　　その他利益剰余金    △106,162

　　　　繰越利益剰余金    △106,162

　　　利益剰余金合計    △106,162

　　株主資本合計    243,837

　純資産の部合計    243,837

負債及び純資産の部合計    311,885
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（２）中間損益計算書

  （単位：千円）

  当中間会計期間
(自 2024年4月 1日

至 2024年9月30日)

営業収益     

　委託者報酬    194,271

　営業収益計    194,271

営業費用     

　代行手数料    91,864

　外注費    5,587

　通信費    17,687

　印刷費    6,587

　広告宣伝費    1,119

　諸会費    443

　営業費用計    123,290

一般管理費     

役員報酬    10,838

給料手当    30,724

　支払手数料    4,020

　地代家賃    3,943

　租税公課    1,733

　諸経費    3,265

　一般管理費計    54,525

営業利益    16,454

営業外収益     

　受取利息    35

　雑収入    0

　営業外収益計    36

経常利益    16,490

税引前中間純利益    16,490

法人税、住民税及び事業税    3,169

中間純利益    13,321
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（３）中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自　2024年4月1日　至　2024年9月30日）

 （単位：千円）

 

株主資本

純資産

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 200,000 150,000 150,000 △119,483 △119,483 230,516 230,516

当中間期変動額        

 中間純利益 ― ― ― 13,321 13,321 13,321 13,321

当中間期変動額合計 ― ― ― 13,321 13,321 13,321 13,321

当中間期末残高 200,000 150,000 150,000 △106,162 △106,162 243,837 243,837

 

注記事項

 

（重要な会計方針）

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

建物付属設備について、定額法を採用しており、耐用年数は10年です。

 

（中間貸借対照表関係）

※1　有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む）

　　　　（単位:千円）

 当中間会計期間
(2024年9月30日)

 

建物附属設備 5,439  

工具器具備品 997  

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　2024年4月1日　至　2024年9月30日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度期

首株式数

当中間会計期

間増加株式数

当中間会計期

間減少株式数

当中間会計期

間末株式数
摘要

普通株式 7,000株 ― ― 7,000株  

 

（金融商品関係）

1．金融商品の時価等に関する事項

　「預金」、「未収委託者報酬」、「未払金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

近似するものであることから、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

当中間会計期間（自　2024年4月1日　至　2024年9月30日）

1． セグメント情報

当社は単一セグメントであるため、記載を省略しております。

2． 関連情報

　　（1）商品及びサービスごとの情報

単一の商品・サービスの区分の外部顧客からの営業収益が90％を超えるため、記載を省略して

おります。

   （2）地域ごとの情報

　　　　① 営業収益

内国籍投資信託からの営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を

省略しております。

　　　　②　有形固定資産

有形固定資産の全てが本邦に所在しているため、記載を省略しております。

（3）主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％以上を占める相手がないため、

記載を省略しております。

3． 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

該当事項はありません。

4． 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

該当事項はありません。

5． 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 

 当中間会計期間
(自 2024年4月１日

至 2024年9月30日)

１株当たり純資産額 34,833.99円

１株当たり中間純利益金額 1,903.09円

　（注）１．潜在株式調整後1株当たり中間純利益額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

　　　　２．1株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

 当中間会計期間
(自 2024年4月１日

至 2024年9月30日)

中間純利益（千円） 13,321

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る中間純利益（千円） 13,321

普通株式の期中平均株式数（株） 7,000
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

2024年12月20日

ワイエムアセットマネジメント株式会社
取締役会　御中

 

 有限責任 あずさ監査法人

 東京事務所

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 阿 部 與 直

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理

状況」に掲げられているYMアセット・優良米国株ファンドの2024年４月23日から2024年10月21日までの特定

期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を

行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、YMアセット・優良米国株ファンドの2024年10月21日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する特

定期間の損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、ワイエムアセットマネジメント株式会社及びファンド

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書及び有価証券届出書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査

報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ

とにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 

EDINET提出書類

ワイエムアセットマネジメント株式会社(E32437)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

48/53



財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計す

ると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した

監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎

となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討

する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの

合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に

おいて財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、

監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、ファンドは継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基

礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、経営者に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

 
利害関係

ワイエムアセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会

計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 
※上記は当社が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

※ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

次へ
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独立監査人の監査報告書

2024年６月21日

ワイエムアセットマネジメント株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人  

　 東京事務所  

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 阿部　與直

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社

等の経理状況」に掲げられているワイエムアセットマネジメント株式会社の2023年４月１日から2024年

３月31日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ワイエムアセットマネジメント株式会社の2024年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当

監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人と

してのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監

査報告書以外の情報である。

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいかなる

作業も実施していない。

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企

業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別

に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性

があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表

明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統

制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積

りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査

証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実

性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、

監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸

表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に

より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務

諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 
※上記は当社が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

※ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

次へ
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独立監査人の中間監査報告書

2024年12月13日

ワイエムアセットマネジメント株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人  

　 東京事務所  

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 阿部　與直

 

中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社

等の経理状況」に掲げられているワイエムアセットマネジメント株式会社の2024年４月１日から2025年

３月31日までの第10期事業年度の中間会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日まで）に係る中間

財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針

及びその他の注記について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、ワイエムアセットマネジメント株式会社の2024年９月30日現在の財政状態及び同

日をもって終了する中間会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日まで）の経営成績に関する有用

な情報を表示しているものと認める。

中間監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表

示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監

査報告書において独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正

又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽

表示リスクに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の

判断による。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。な

お、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又

は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした

監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・ 中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務

諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不

確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して除外事項付意

見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているか

どうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているそ

の他の事項について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 
※上記は当社が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

※ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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